
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

京都新聞が10月17日付1面トップに私学無償化の行方についての記事を掲載しました。「国政の混乱で実現（来年度開始）

が見通せなくなっている」「（公明党の政権離脱で）協議の行方はさらに不透明になった」とし、中学校や高校の混乱や戸惑いを詳

しく報じています。また、記事後半で自治体の来年度予算編成への影響に触れるなかで、「（国の制度拡充に伴う）余剰金」につい

て京都や滋賀で「使途を検討している」としています。国による「私学を含む高校授業料無償化」の実現はもちろんですが、県に

「ネコババ」を許さず制度拡充に使わせることや経常費助成を拡充させること、これらを要求の中心に据えて、秋の運動を前に進

めていかなければなりません。全国の私学で署名・請願にとりくみ、私たちの力で局面を大きく打開していきましょう。 

 

９月末の学費滞納調査：締切りを１０月３１日（金）まで延長！ 
まだ提出のない県はすぐに回収・送付の連絡を入れてください。回答は直接全国私教連にメールまたはファクスで送ってもらっ

てもかまいません。1校でも多く集めて、私学の実態を伝えていきます。 

私学助成署名：中間集約数を報告してください！ 
 目標は「11月末までに100万筆集めること」。各県の集約数を報告してください。次の集約約日は10/31（金）です。 
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